
Ⅲフルツキーーゲロニムス「資材・機械補給

計画化の最適化の諸問題」：解説とコメント

田畑｛申一郎

Ｌソ連では1965年に開始された「経済改革」の一環として，資材・機械補給（ＭＴＣ）

についても様々な改革が試みられてきた｡(1)その中で数理経済的手法とコンピューターとを利

用してＭＴＣの改善を図るという方針も打ち出され，１９６６年８月２３日付閣僚会議決定｢数

理経済的手法とコンピューター利用による資材・機械補給管理システム創設に関する緊急措

置について」がこの端緒となった。この決定の中で，４つの補給・販売総管理局（鉄鋼，非

鉄金属，化学・ゴム製品，軸受)，８つの地域資材・機械補給（総）管理局。５つの倉庫・

基地において自動管理システム（ＡＣＹ）を創設することが定められた。（２）
ここに紹介した論文の著者Ｅ、Ａ･フルツキー，Ｂ、n.ゲロニムスは，ソ連科学アカデミー

中央数理経済研究所（n3DmI）の中でＭＴＣ改善の理論的研究に取り組んでいる代表的経済

学者である。このⅡ,IEIは６０年代後半には化学・ゴム製All,補給・販売総管理局でのＡＣＹ

創設の準備作業において企画担当機関として重要な役割を果たした｡(3)さらに，１９６９年

４月２８日付閣僚会議決定「国民経済の資材・機械補給の一層の改善に関する措置について」

により，Ⅱ3MIIは補給のＡＣＹ策定の主要担当機関に指定され，このシステムの基本規定

策定を命じられており，この分野でのⅡ３１ｍの貢献は極めて大きいといえよう｡(4)

ところで，各レベルの補給機関におけるＡＣＹの創設とは，電子計算機を利用して種々の

管理業務を「自動化」することであるから，各管理業務を数理経済モデルとして定式化し

電子計算機用プログラムを作成することがu31111その他の企画担当機関の課題の１つとさ

れたのである。本論文に示されている諸モデルはこれらの例に他ならない。しかし，ゴスス

ナブ機構のＡＣＹの構想においては，各レベルでのＡＣＹ創設は第１段階として位置付けら

れ，より進んだ段階としてはMTC全体のAＣＹ（ＡＣＹＭＴＣ）創設が想定されていﾌﾟｊＰ

本論文の後半に示されているＭＴＣ計画化モデルズ・コンプレクスは，こうした作業の理論

的基礎となる試みの１つであると考えられる｡(6)

しかしながら，周知のようにＭＴＣの改革構想は60年代末以降大幅に後退し，ＭＴＣにお

けるＡＣＹ創設も予定通りには進展していない｡(7)それに伴い，ＭＴＣ計画化モデルズ・コ

ンプレクスについての研究も７０年代半ば以降滞っているようである｡(8)このような状況の

中で，このモデルズ・コンプレクスがなお注目に値するのは，第１に，これは連邦ゴススナ
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ブ，補給・販売総管理局レベルでの財の集計・分計を含むＭＴＣ計画化プロセス全体の包括

的な改革モデルであり，第２に，現行のＭＴＣ計画化プロセスが数理経済学的な取扱いに堪

えるように整理されたうえでモデルに取り込まれており，このモデルズ・コンプレクスはこ

の意味でソ連型経済システムというフレーム内での現実的な「改革」モデルであるからであ

る。これらの点から，このモデルズ・コンプレクスを検討することは，ソ連型計画化システム

の機能を理解するうえでも，またMontias，Manoveらによる抽象的なソ連型計画化fEデルと比

較するうえでも有用であると思われる。

そこで，以下ではゲロニムスの１９７３年の著作を参考にして，このモデルズ・コンプレク

スを若干詳しく検討するが，その前に次項では本論文に紹介されている種々の数理経済モデ

ルについて簡単にまとめておくことにする｡(9)

２本論文に紹介されているＭＴＣ計画化の種々の数理経済モデルは次の４つに大別できる。

すなわち，(1)配属計画の作成，(2)生産財需要の決定，(3)在庫の決定，(4)補給形態の選択，の

４つである。

（１）配属計画の作成。－企業で単一財が生産されるケースと複数財が生産されるケースの

２つのケースがある。前者では,‐線形計画法における輸送問題を応用して，生産企業への消

費企業の配属が決定され，後者では．生産・輸送問題を応用して，生産企業に対する消費企

業の生産・納入注文の配分が決定される。

（２）生産財に対する需要の決定。旧来の決定方法は投入係数に基づく直接的計算法であっ

たが，生産量が確定していない計画作成段階でこれを正確に行うことは困難であることから，

近年，計量経済学的な予測法の研究ｃ利用が押し進められている。その中でも，初めは厳密

な数理統計学的方法の応用が試みられたが，必要情報量・計算量が著しく増大するわりには

精度が高まらず，試行錯誤に基づくヒューリスティックな予測法が注目されるに至っている。

（３）在庫の決定。ここには３種類の在庫が登場するが，経常的在庫とは通常の納入に伴い

通常の消費が行われるまでの間の在庫であり，保険的在庫とは納入量・納期の予定がくるっ

たときに活用する在庫であり，予備(予備的在庫)とは計画外需要に備えた在庫のことである。

本論文の初めの３つの在庫モデルは予備を決定するもので，Langeらによって研究された

保険的在庫の最適決定モデルを応用したものである｡00,番目のモデルでは,Ｒ＝予備の大きさ，
ｘ＝需要量，ルノーその確率分布，ｃ,＝保管費用係数，Ｑ=不足費用係数とするとき，費用

はＲ＞xのときＣｌ(Ｒ－ｘ)，ｘ＞ＲのときＣ２(ｘ－Ｒ）となる。その期待値は，
Ｒ＋ｏｏ

ＥＤ=C]ノ(R-x)/Ｍｘ＋CMia(jr-R)ルノ｡)‘￣□の

である。これをＲについて微分すると，需要が予備を上回る確率（リスク係数）はｐ(x＞R）
＋ｃ①

＝Mbcﾉ｡〉‘であるから。
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Ｃ１
p(ｘ＞Ｒ）

Ｃｌ＋Ｃ２

のもとで,この期待値が最小化されることがわかる｡ここでルノが対数正規分布に従うならば，

ｍ＝平均値ｏ＝標準偏差とするとき，

ルトマ扇L7ﾗﾏ`-('帯噸)，
であるが.幽＝Inxテ、とおいて，

Ｕ４２

蒜葱`~テ`…は>R）
となり,正規分布表から“，が求められ,up=皿;二２２，したがってＲ=e似…
となる。

このモデルでは各時点ｔにおける予備と需要量が考察され,ｘの分布ルノはｔに依らない

とされていたから，求められたＲは計画期間全体において維持すべき予備の水準であった。

一方，補給・販売総管理局レベルでの生産能力の予備の大きさを決定する２番目のモデルで

は，各期の需要ｓｉ(Ti）の分布が各期ごとに異なっており，解Ｒｉは各期ごとに

Ｃ２

ｐ(Sl(７１)≦Ｒｉ）＝-てTTで「

を解いて求められる（ここではｐは信頼係数である)。

３番目のモデルは地区資材・機械補給管理局レベルでの資材予備の大きさを決定するもの

で，期首の予備が存在する間は保管費用が掛かり，予備が使い尽くされた時点からは不足費

用が必要となる点をモデルに組み込もうとしている。すなわち．Ｓｉ(t）＝ｔ時点までの累

積需要量とするとき，各時点の費用はＲｉ＞Ｓｉ(t）のときＣｌ（Ri-Si(t))，Ｓｉ(t)＞Ｒｉ

のときＣ2（Si(t)－Ｒｉ）となる。各時点ごとの期待値の最小化は

Ｃ２

ｐ(Ｓｉ(t）≦Ｒｉ）＝Ｃｌ＋Ｃ２

のもとで達成され，これを計画期間Ｔｌについて行えば（すなわち積分すれば),

ハ(s化)≦Ｍ'-,ﾏﾗﾆ學瓦-0

を得る。

４番目のモデルは地域補給機関の基地・倉庫における経常的・保険的在庫総量を考察する

もので，最適期首在庫量を決定するシミュレーションモデルが紹介されている。

（４）補給形態（直送または倉庫補給）の選択。生産企業から消費企業への納入には，直送
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する場合と，一度補給機関の倉庫に引き渡し，この補給機関が消費企業への納入を行う場合

の２通りがある。前者を行うには，納入量が標準直送量以上であることが必要とされる。こ

こに紹介されているモデル（－財モデル）は，輸送費と在庫保管費との合計を最小化するよ

うに補給形態を選択するものであるが．これに伴い財の供給経路も決定される。そして，在

庫保管薗の計算に必要な平均在庫lllを求めるためのシミュレーションが行われている。

なお，本論文でモデルズ・コンプレクスの説明の後に紹介されているモデルは，このモデ

ルの改良版と見なすことができる。－財モデルで輸送費（注文実現費）と在庫保管費との合

計を最小化するように供給経路を決定するという枠組自体は上述のモデルと変わらないが，

生産と消費の動態を考慮し，在庫量を理論的に定式化してとらえ．これらをもとに納入の動

態を明示的に考察するという点で補給の実態に一層適合したものとなっている。また，輸送

費(注文実現費)に納入量と無関係の固定費用部分を導入したため,,部分整数問題となっている。

３．次に，u3Dmの策定したＭＴＣ計画化モデルズ・コンプレクスについて検討する。以下

に示したモデルは，注(9)に示したゲロニムスの著作の第２章に述べられたモデルズ・コンプ

レクスをかなり単純化し，本論文での説明を参考にして，それを５段階プロセスとして再構

成したものである｡⑪

このモデルズ・コンプレクスの基本的前提としては，次の３点が重要である。第１に，Ｍ

ＴＣ計画化全体の単一の最適計画問題を設定することは不可能であると考えられており，ま

ず局所的問題を解く下位レベルのモデルを定式化し，その後でこれらのモデルの合成を図る

という方法が採られている。これは，いわゆる「構成計画法」の考え方であり，モデルズ・

コンプレクス（またはモデルズ・システム）と言われる所以である。この点を若干詳しく述

べると，ＭＴＣ計画化全体の最適計画問題とは，最も細かい品目分類ごとに生産企業の供給

と消費企業の需要とを一致させるという制約のもとで，ＭＴＣに関するすべての国民経済的

支出を最小化するように，ＭＴＣ計111Jを作成する問題であるとされている。しかし，このよ

うな問題の定式化は，以下の理由で現状では不可能であると考えられている｡U2）
第１に,変数および制約条件の数が余りにも膨大である。第２に，このような問題を解くた

めの適切な計算アルゴリズムを欠いている。第３に，現在の計算機の計算能力ではこの問題

に対処できない。第４に，計画化のすべてのプロセスを数理経済モデルとして定式化するこ

とは不可能である。こうした事↓情を踏まえて，ＭＴＣ計画化の全体的問題が多くの局所的問

題に分けられ，この局所的問題を解くモデルが１つのシステムを成すようなモデルズ・コン

プレクスを策定することが当面の課題とされたのである。ただし，このモデルズ・コンプレ

クスによってＭＴＣ計画化の全体的なＨ標を達成するためには，(1)局所的問題がＭＴＣ計画

化のすべての基本的側面を包摂する，(2)局所的問題が適切に連結される，(3)局所的問題の最・
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適性規準が全体的問題の最適性規準に矛盾しない，(4)局所的問題の制約条件が全体的問題の

制約条件に照応する，などの条件を満たすことが必要であると考えられている｡U31．

第２に，このモデルズ・コンプレクスは以下の５レベルから成る（これはほぼ現行のＭＴ

Ｃ機構に則している)｡(14）

第１レベルー連邦国家計llII委員会（ゴスプラン)｡

第２レベルー連邦資材・機械補給国家委員会（ゴススナブ)。

第３レベルー補給・販売総管理局（crcco連邦ゴススナブ直属の生産物種類別の管

理機関)051,省（財の生産を担当），庁（最終需要の管理と本源財の供給を担当)。

第４レベルー地区資材・機械補給管理局（yMTC・地域別の管理機関)｡(16）

第５レベルー基地（ｙBITC直属の補給末端機関)．企業。

これらの機関のうち，ＭＴＣの管理機構であるゴススナプ機構に属す機関は，連邦ゴススナ

ブ，ｃｒＣＣ，ｙｌＩＴＣ，基地であるが，このモデルズ・コンプレクスではＭＴＣの部門別(生産

物種類別）管理と地域別管理との統一が図られている。

第３に，この５レベルに対応して，生産物品目も集計化の度合が異なる５種類に分けられ，

５段階の集計化が行われる。品目分類と計画化レベルとの対応関係は第１表に示すとおりで

ある（第１表には以下で用いる各品目および－部の機関の番号集合の定義も示した)。すな

わち，各財はゴスプラン品目としての名称ｉ（ｉＥＡ），ゴススナブ品目としての名称

ｊ(ｊＥＢｉ），ＣＴＣＣ品目としての名称ｋ(ｋＥＣｊ），明細品目としての名称、(ｍＥＤｋ）

アソートメント品目としての名称、（ｎＥＥｍ）を有するわけである.ここで，Ｂｉ（ｉＥＡ）

(第１表）計画化レベルと品目分類

－４８－

計画化レベル 機関 機関の番号集合
に］

【1１ '二１分類 品'1の番号集合

１
２
３
．
４
５

ゴ､スプラン

ゴススナブ

ＣＴＣＣ

省

庁

yllTC

基地

企業

Ｆ
犯
叩
Ｇ

一
Ｈ

ゴスプラン品目

ゴススナブ品目

crcc品目

|U］綱品目

アソートメント品目

Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ
Ｅ



は第iゴスプラン品'１として集計されるゴススナブ品､の番号の部分集合であり｡β=i凶Ｂｉ
という関係が成立する（ｑ,Ｄｋ,Ｅｍについても同様である)。(17）なお，ＣＴＣＣは生産
物種類別の管理機関であるため，それぞれの品目のうち第lcrcc（ｌＥＦ）が担当する財の

番号集合をＣｌ，Ｄｌ,Ｅ１とするとき，

Ｃ=,雛Cいり=,〆Ｄ]，Ｅ=,鄙E1
という関係が成立する。

以上の前提のもとで，ＭＴＣ計画化モデルズ・コンプレクスは５段階のプロセスとして定

式化されている。以下では５段階のプロセスを順番にみていくことにする。なお，以下で用

いる主な記号の定義は次のとおりである。

ｘｉ：ｉ財産出量（ｉｅＡ,β,ｃ）

Ｙｉ：ｉ財最終需要量（ｉｅＡ,８，Ｃ）

ZAm：第ｌＣｒＣＣへのｍ財供給量(ｍＥＣｌｅＦ）

Ｔｌ：、財に対する第lCrCCの需要111（ｎｅＱｌｅＦ）

ノＭｌ：ｆ財に対する第ｔｙＭＴＣの需要量（ｆｅＣａｔＥＧ）

Ｘ；t：ｐ生産企業から第ｔｙｍＴＣへのf財供給量（ｆｅＱＥＰｅｆＺｔｅＧ）

Ｐｉ：ｉ財生産能力の生産可能限界（ｉｅａｃ）

αjk：ｋ財ｌ単位当たりのｊ財役人係数（ｋ,ｊＥａＣ）

Ⅳ：本源財の番号集合('8Ｉ

ＲＵ：本源財，の期首ストック（ＰＧⅣ）

ｂＵｊ：ｊ財’単位当たりの本源財〃の投入係数（ｐＥⅣ,ｊｅＢ，ｃ）

，,l：本源財〃に対する第１ＣＴＣＣの需要量（〃ｅＭ１ｅＦ）

第１段階。ゴスプランの部門連関バランスで決定されたゴスプラン品目別の最終需要量

Ｙｉ（ｉＥＡ）がゴススナブに伝えられ，ゴススナブはこれをゴススナブ品目別のＹ〕(ｊＥ

Ｂ）に分計する。その際，すべてのｊＥＢについて次の制約条件を満たさなければならない。

（O）非負条件

Ｙｊ≧Ｏ

(1)集計・分計条件

ｚＹｊ＝Ｙｉ （ｉＥＡ）
ｊｅＢｉ

（２）生産物連関'<ランス

Ｘｊ＝k島ajkXk＋Ｙｊ

（３）生産能力の制約

ｏ≦ｘｊ≦Ｂｉ
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（４）本源財の制約

（ソロV）ｊ託bpjxj≦R〃
この問題の現在最も現実的で適切な解法は，２次計画法であると考えられている。これは

j財最終需要量の下限Ｙｉと予測量Ｙｊ(ただし,j島iYj＝Ｙｉ）を設定し,制約条仲O)，
(2)－(4)および

（１）Ｙｊ≧Ｙ〕

のもとで，目的関数

】島1言(Ｍｊ〕ｆ
を最小化するＹｊを求める方法である。得られたＹｊが条件(1)を満たすか確かめられ，満た

さない場合にはＹｉまたは町がインフォーマルに修正され，以上の過程が繰返される。

第Ⅱ段階。ゴススナブからゴススナブ品目別の最終需要量Ｙｊ(ｊＥＢ）がその財を担当す

る第lCrCCに伝えられ，ＣＴＣＣはこれをＣＴＣＣ品目別のＹｍ（ｍＥＣ,）に分計する。相互

に斉合的な分計を行うためには，第１段階と同様に単一の生産物連関バランスを解かなけれ

ばならないが，財の分計化が－段階進んで問題の規模がより大きくなり，生産能力などの制

約もより詳細になることから，これは不可能とされ，以下の「分権的」解法が提起されてい

る。

初めに，第１ＣＴＣＣ（ｌＥＦ）は次の最適化問題を解く。制約条件はすべてのｍｅＣｌにつ

いて次のとおりである。

（０１非負条件

Ｙｍ≧Ｏ

(1)集計・分計条件

ＺＹｉｎ＝Ｙｉ （ｊＥＢ）
ｍｅＣｊ

(2)生産物連関バランス

lO

jIrm＝ZamnXn＋1基Zｍ＋ＹｍｎｅＣｌ
ｌＯ≠ｌ

(3)生産#眉力の制約

Ｏ≦Ｘｍ≦Ｐｍ

そして，本源財および他のＣＴＣＣの財に対する需要を計算し，

ルー息c1bimxm （ｐｅｊｖ）

zlH＝ｚａｎｍｘｍ
ｍＥＣ１

(、ＥＣＩ,，TCF,ｌ'≠l）
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目的関数

ＩＯ

Ｕ'＝ｚＰｍ(Ym＋ZZm)－２Pn7h-息酌,，ｍｅＣ１ｒＥＦｎＥＣｌｒ
ｒ≠1ｒ≠1

を最大化するＹｍ，ｊＹｍを求める。ここで係数ｐはそれぞれの財の価格であるから，この目

的関数は財の供給額から需要額を引いた第１ｃｒｃｃの利潤に他ならない。

次に，相異なるｃｒｃｃ間およびＣＴＣＣと庁との間で，財および本源財のインフォーマルな

需給調整がなされる。

ｚ;＝TＡ（necleF）

１塁'，≦Ｒ” （，Ejv）

この調整がうまくいかない場合には，各財の価格さらにはＹｊがインフォーマルに修正され，

以上の過程が繰返される。Ｕ９Ｉ

この後，第１ＣｒＣＣ（ｌＥＦ）は第ｔｙｎｌＴＣ（ｔＥＧ）に対して、財投入量

〃$（neC,）を割当てる｡同時に,ＣＴＣＣは財の産出量について省との間で調整を行い，

省は予備的産出計画を企業に降ろす。各企業はこの生産に必要な明細品目別の需要量を所在

地区のyllTCに申請する。

第Ⅲ段階｡第ｔｙＭＴＣ（teG）は明細品目別の需要量Ｍ｝(feD,）を決定する。こ

れは所管企業からの需要申請量とyllTCの在庫増減量との合計である。

ｙMTCの在庫は，概念的には経常的在庫，倉庫補給と直送補給のそれぞれのための保険

的在庫。計画外需要に対する予備に分かれる。これらの在庫総量を決定する単一のモデルを

作成することが今のところ不可能であるため，それぞれの在庫について個別的にモデルが作

成されている（例えば，本論文に紹介されている３番目と４番目の在庫モデルなどが利用さ

れる)。

これらの個別的モデルの解の総和と所管企業の需要申請量との合計として決定された第t

yHTc（tEG)の明細品目別の需要量ﾉM；(fED,）が｡第Ⅱ段階で第１CrCC（leF）

によって割当てられたCrCC品目別の需要量jfi(neCl）とインフォーマルに調整さ

れる。必要な場合には財の価格が修正され，企業の需要申請量の変更が図られる゜

第Ⅳ段階。第１ＣＴＣＣ（1ＧＦ）は，生産企業に対してylITCの明細品目別の需要量

を配分するが。これに先立ち，計画外需要に対する生産能力の予備ｍｆ（ｆｅＤ１）を在庫モ

デルを鰯､て決定する（上述の在庫モデル参照)。需要量配分の問題（配属計画の決定問題）

は線形計画輸送問題を応用して解かれる。問題は,ｐ生産企業（ＰＥＨ）から第ty1ITC

(tEG）へのf財供給量苑?(feD,）を決定することにあるが,同時に,p生産企業
のf財生産能力予備による生産量､Fも決定される｡制約条件としては｡すべてのfeD，
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についての需給および予備のバランス式

息閲工？＝〃ｆ （ｔＥＧ）

農Ⅱ､！＝ｍ『
のほか，この第１ＣＴＣＣに割当てられている原料の制約，各生産企業の生産能力の制約など

がある。これらの制約条件のもとで，生産費と輸送費の合計である11的関数を最小化する
ｐｔｐｔ

ｘｆ，腕ｆが求められる。この解が存在しない場合には，ノＨｆなどがインフォーマルに修

正され，以上の過程が繰返される。

第v段階｡第ｌＣｒＣｃ（1ＧF)から明細品目別の供給量xザ(fEDI）が第tyMTc
pt

（ｔＥＧ）に伝えられ，yllTCはこれをアソートメントＡＭＩ別のｘｇ（ｇＥＥｌ）に分

計する。この作業には各財の消費企業も加わり，第Ⅱ段階で決定された第ｐ生産企業（ｐｅ

Ｈ)の明細品目別の予備的産出計画を考慮してインフォーマルな調整が行われ，必要な場合

には価格の修正もなされる。この後，補給形態の選択が行われる。

以上がＭＴＣ計画化モデルズ・コンプレクスの概要である。このモデルズ・コンプレクス

の特徴として次の３点を指摘することができる。第１に，このシステムは最適決定モデルの

積み重ねであるが，解（計画）が上位のモデルからⅡl圃番に決定されており，下位のモデルに

解が存在しないなどの例外的な場合にのみ上位のモデルでの決定が修正される。各段階のモ

デルも情報交換の反復過程として定式化されてはおらず、それほど時間をかけずに解を得る

ことが意図されている。第２に，このシステムは定式化されたモデルとインフォーマルな調

整（ヒューリスティックなプロセス）とから構成されるman-machineplanningシステ

ムであり，定式化されたモデルがインフォーマルな調整によって連結されている。すなわち，

モデルの間の調整プロセスが厳密に定式化されるのではなく，インフォーマルな調整によっ

て代行されている。第３に，このインフォーマルな調整において．価格の修正が大きな役割

を果たしている。そして，このシステムでは独立採算制をＣＴＣＣレベルにまで徹底しＭ

ＴＣ機関のサービスに対する価格を最適評価に基づいて適正化するなど，利潤が各経済単位

の活動のインセンティプとして適切に機能するように条件を整えることが想定されている9）

しかしながら，価格の修正はインフォーマルなものに留まり，価格調整方程式として定式化

するには至っていない。

以上述べたことから，このシステムは，インフォーマルな調整が適切に行われることによ

り，各段階のモデルに解が存在しさえすれば，システム全体の解が（それほど時間をかけず

に）得られるという強さを有しており，また，インフォーマルな調整の余地が大きいだけに

極めて弾力的なシステムとなっている。他方，インフォーマルな調整が合理的，効率的に行

われる保証は何もないという弱点があり，得られた解がどの程度経済的に妥当なものとなる
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力〕は不確かである．

注

(1)これらの改革については，岡稔・宮鍋幟・竹浪祥一郎「ソ連・東欧の経済改革と資材・機械補給」

「経済研究」第２４巻節１号（１９７３年１月）を参照。

(2)B､M､､a｢yTKHH（pepJ3KoHoMHKo-MaTeMaTwIecKHeMeTopbIBcHa6)KeHﾚﾙI,MocKBa,1971,

ｐｐ､３４－３５．

(3)Ｍ・Cave，CbmpLJrersα"ｄＥｃＤ"。"JicPZuz""、９，Cambridge，1980,ｐ､９６，Ｂ・几「epoHHMyc,ＯｃｘｅＭｅ

ＫｏＭｎｎｅＫｃａＭｏｊｌｅｎｅＩ/lynpaBneHHRMaTepHanbHo-TexHwIecKIﾊﾟＭｃＨａ６)KeHⅢｅＭ‘＜３．Ｍ．Ｍ＞，Ｎｏ．１，

１９７０．

(4)Ｐｅ山eHHRnapTHHHnpaBHTenbcTBanoxo3RHcTBeHHblMBonpocaM，ＴＯＭ７，MocKBa，１９７０，

ｐ､４０６．

(5)例えば，Ｈ、、、のeqopeHKo，５．，．「epoHHMyc‘npo6neMblco3AaHHRaBToMaTH3MpoBaHHoH

cHcTeMbIynpaBneHHRcHa6>KeHHeM,＜Ｍ､Ｔ､Ｃ＞，No.２，１９６７を参照。

(6)Cave,ｏｐ・Cit.,ｐ、１０F１．

(7)岡・宮鍋・竹浪前掲論文参照。７０年代後半の状況については，Ｇ、Ｅ，Schroeder，ＴｈｅＳｏｖｉｅｔ

ＥｃｏｎｏｍｙｏｎａＴｒｅａｄｍｍｏｆ“Refbrms",mSbyierEco"o”i〃ａ７ＹｍｅＱ/αα"ge,Washmgton：Ｕ､S・
O

Govt・PrintingOffice,1979,ｐｐ､323-324参照。

(8)1972年１１月２９１１付連邦ゴススナブ省令（C60pHHKHopMaTHBHbIxaKToBnoMaTepManbHo‐

TexHwoecKoMycHa6)KeHMゆ,uacTbl,Ⅵ3日.２－e,MocKBa,1980,ｐｐ､185-186）により，ゴススナブ付属資

材・機械補給経済・組織研究所が連邦ゴススナブＡＣｙ策定の主要担当機関に指定されたことは,UＰＭＨ

の構想（ＭＴＣ計Ⅲiii化モデルズ・コンプレクス）に基づくＡＣｙ策定という方針の変更を意味すると考えら

れる｡この主要担当機関変更の事情などについては,Ｂ､Ｍ・naryTKI"H,ACyMaTepHanbHo-TexHHWecKHM

cHa6)KeHMeMMocKBa,1975,ｐｐ､２３３－２３９参照。

(9)５．，．「epoHHMyc，nyTI4coBep山eHcTBoBaHHRnnaHHpoBaHHRMaTepHanbHo-TexHHuecKo｢ｏ

ｃＨａ６)KeHl'1ＲＨａｐｏＡＨｏｒｏｘｏ３ＲＨｃＴＢａ，ＭｏｃＫＢａ，１９７３．

００）ｑランゲ著，有木宗一郎・岩田昌征訳「最適決定論」合同出版，1970年，第９章参照ｑ

Ｕｌ）西側の文献でこのＭＴＣ計画化モデルズ・コンプレクスに言及したものとしては，Cave，ｏｐ，Cit

がある。

U2lrepoHⅥMyc,ｏｐ･Cit.,ｐ､３０．

(１３１１bid.,ｐ､３１．

(１０現行制度については，岡・宮鍋・竹浪前掲論文pp、５２－５６参照。

'１５１１９７６年現在２６局ある（CnpaBdoHHKnoMaTepHanbHo-TexHwoecKoMycHa6)KeHH00Hc6bITy，

Ⅵ3瓜.２－e,MocKBa，1976,ｐ､１６)．

(16）ｙＭＴＣと同様の機能を果たす地域別の管理機関として，加盟共和国資材・機械補給総管理局
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,（ｒｙＭＴＣ)があるが，以下でｙＭＴＣという場合にはこの「ｙＭＴＣも含まれている。１９７６年現在ｙＭＴＣ

は４５局，ｒｙＭＴＣは１４局ある（Ibid.，ｐｐ、２０－２１）。

(17）モデルに明示的に導入されているのは

B=ｉＷｈｃ=j凶cｊ

という'判係だけであり，ゴスプラン品目，ゴススナブ品目，ｃ「ｃｃ品Ⅱについては，これらの品目間の

集計・分計条件がⅡⅡ示化されている。なお，ソ連の実際の品目分類（岡・宮鍋・竹浪前掲論文pp、５４－

５５参照）はもっと錯綜しており，このモデルズ・コンプレクスではそれがかなり整理されている。

U8）ゲロニムスの原定式化では本源財についても集計化が行われるとされているが，以下では単純化の

ため，本源財については集計化は行われないとする。
ｌｌ

Ｕ９１すべてのｎｅＣｌＥＦについてＺｎ＝Ｔ、が成立すれば，７，のfil算式を生産物連関バランス式

に代入して，

ｘｍ＝ZomnjYn＋ZamnjYn+ym=n昌amnxn+ymnEClnECr
lo≠ｌ

を得る。これはＣ｢ＣＣ品目別の生産物連関バランスが斉合的に解かれたことを意味する。ところで，各

Ｃ｢ｃｃは，他のＣ｢ＣＣの需要（Ｚｎ）を初めは何らかの方法で推定して自己の最適化問題を解くわけで
１１

あるから，Ｚｎ＝７，が成立するには何回かのイタレーションが必要である。しかし，ここでは逐次的

過程の定式化には至っておらず，ゲロニムスは，このプロセスを収束させるアルゴリズムの研究は今後

の課題である，と述べるに留まっている（repoHHMyc,ｏｐ・Cit.,ｐ､３９)。

'２０１１bid.,ｃｈ､８．
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